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目 的

大月市において障がい者の生活を支える社会
資源にはどのようなものがあり、それらを活用し
て何を、どのように実現していくか、あるいは、そ
のような社会資源を創り出すべきなのかを考え
る。
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展開方法
1. 事例発表

①大月市社会福祉協議会の障がい者支援への取り組みと大月
市の現状と課題

②当事者から見た生活課題
③障害者福祉施設からみた現状と課題

２．グループワーク
以下の課題について、５班に分かれてKJ法で検討した。
①何を実現したいのか
②そのための社会資源
③社会資源の活用方法
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結果（１） 抽出された課題
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１班 ２班 ３班 ４班 ５班

就労 相談窓口 ワーキング
ハッピー

住民の理解 ボランティア

施設 家族への応
援

施設の充実 連携 バリアフリー

地域のサ
ポーター

障がいの理
解

サークル活動 知恵 資源

お悩み相談 ボランティア 支 施設 仕事

移動 環境整備 足 働く場所 移動手段

希望の施設 活動の場 生活日中の
支援



結果（２） 社会資源の有効活用

日本地域福祉研究所作成 複写禁

１班

課題 社会資源 実現・活用の方法 不足している社会資源

就労 企業の協力
福祉センター
再利用

広報等を利用し理解を求める。
活動の場の整備
利用可能な場所を探す

資金
政治力
施設

施設 福祉センター
サロン
短期入所
病院

活動の場の整備
地域との交流
受け入れの充実
病院への理解・充実

資金
政治力
施設

２班

支援の充実 社協
福祉関係団体
行政

ネットワーク作り
サービス実現可能の為の要望活動
実施の為の協働

事業所の不足
会社・企業の応援

各関係機関のネット
ワークの強化

家族への応
援

事業所
地域住民
関係機関

２４時間対応のサービス
地域住民の応援
専門職の支援

２４時間対応の事業所
地域住民の理解
相談支援
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• しｓ

3班

課題 社会資源 実現・活用の方法 不足している社会資源

人との関り
が少なく
なった

余裕がある人
福祉に携わる人
専門的な人

ワンコインボランティアの確立
地域との連携・協働
腕の見せどころ

ルールを作ろう!！
みんなで見ていこう!!
掘り起こそう人材!!

行政と民間
の連携

空き施設
使いたい施設
動く人
一緒に動く人

行政の理解
マンパワー

当事者のパワー

4班

市との連携 当事者・保護者
福祉関係団体
社協

当事者・保護者と社協が一緒になり、
市へ訴える
応援体制の整備

市役所職員

住民の理解
を得るため
には

当事者・保護者
福祉関係者
地域住民

住民座談会の開催
障がい者と共に地域の行事に参加
広報活動

市役所職員

結果（２） 社会資源の有効活用



結果（２） 社会資源の有効活用フ

5班

課題 社会資源 実現・活用の方法 不足している社会資源

ボランティ
アの養成・
育成と活用

実践している人
学生
これからの人材

広報の活用
課外活動・大学で単位を出す
養成講座・空いている時間の調整

実践している人
若者ボランティア
福祉教育

バリアフ
リー

公共の施設のトイ
レ
心のバリアフリー

擬似体験・当事者の実体験報告
「明日は我が身」の意識
バリアフリーマップ作り
企業・行政へ呼びかけ

公共施設のバリアフ
リー化されたトイレ
バリアフリー化情報
資金・福祉教育
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考 察
＊当事者・家族・関係団体の必死の努力にもか
かわらず、残念ながら、大月市においては障
がい者サービスは在宅も施設も大きく不足し
ている現状にある。

＊そこでは、障がい者の生活を支えていくため
の地域住民の意識の有りようが大きな課題
（壁）になっていると考察される。

＊その上で、社会資源を有効に活用して障がい
者の生活を支えていくためには、多様な人々・
組織との連携と協働が不可欠ではないか。
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結論・今後の展望

＊これまで展開してきた「大月市障害者福祉推進
会議」、今年４月に発足予定の「大月市障がい
者福祉の会」という障がい者福祉を推し進める
二つの仕組みを有効に生かしていくことが、今
後の方向性として欠かすことができない。

＊地域住民や地元行政との連携と協働を創りあ
げていくために、今回のフォーラムのような取組、
機会を今後とも継続していく必要がある。

＊そうしたなかで、今回指摘された“不足している
社会資源”を創出する努力も大切である。
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